
独立行政法人　医薬品医療機器総合機構　　感染救済勘定

附属明細書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による
　　損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

当 期 償 却 額 当 期 減 損 額
工具器具備品 32,033 0 0 32,033 20,787 6,396 0 0 11,246

計 32,033 0 0 32,033 20,787 6,396 0 0 11,246

工具器具備品 32,033 0 0 32,033 20,787 6,396 0 0 11,246

計 32,033 0 0 32,033 20,787 6,396 0 0 11,246

ソフトウェア 152,218,773 306,504 0 152,525,277 139,426,341 13,869,346 0 0 13,098,936

計 152,218,773 306,504 0 152,525,277 139,426,341 13,869,346 0 0 13,098,936

ソフトウェア 152,218,773 306,504 0 152,525,277 139,426,341 13,869,346 0 0 13,098,936

計 152,218,773 306,504 0 152,525,277 139,426,341 13,869,346 0 0 13,098,936

投資有価証券 5,734,058,816 598,408,000 604,274,132 5,728,192,684 5,728,192,684

計 5,734,058,816 598,408,000 604,274,132 5,728,192,684 5,728,192,684

（注1）　同一の種類のものについて貸借対照表の総資産の１％を超える額の増加があったものは以下の通りです。

投資その他の資産（新規取得）　　　 事業債 598,408,000円

（注2）　同一の種類のものについて貸借対照表の総資産の１％を超える額の減少があったものは以下の通りです。

　　　　　 なお、減少は一年基準による固定資産の「投資有価証券」から流動資産の「有価証券」への振替によるものです。

投資その他の資産 国債 300,237,875円

政府保証債 299,849,600円

２．有価証券の明細

（１）　流動資産として計上された有価証券

（単位：円）
満期保有目的
債券

取得価額 券面総額 貸借対照表計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

302,595,000 300,000,000 300,237,875 0

302,595,000 300,000,000 300,237,875 0

297,744,000 300,000,000 299,849,600 0

99,248,000 100,000,000 99,949,867 0

198,496,000 200,000,000 199,899,733 0

600,339,000 600,000,000 600,087,475 0

貸借対照表
計上額合計

600,087,475

期 首 残 高

種類及び銘柄

国債

第６回株式会社日本政策投資銀行社債

計

政府保証債
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第７回地方公共団体金融機構債券

摘 要
減 価 償 却 累 計 額

期 末 残 高当 期 増 加 額
減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高

摘 要

当 期 減 少 額



（２）　投資その他の資産として計上された有価証券
（単位：円）

満期保有目的債券 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

909,634,000 900,000,000 903,505,058 0

100,657,000 100,000,000 100,125,925 0

500,565,000 500,000,000 500,164,792 0

308,412,000 300,000,000 303,214,341 0

2,595,875,000 2,600,000,000 2,598,731,744 0

298,140,000 300,000,000 299,690,000 0

298,149,000 300,000,000 299,657,795 0

302,787,000 300,000,000 300,743,200 0

598,488,000 600,000,000 599,407,800 0

299,439,000 300,000,000 299,728,850 0

498,125,000 500,000,000 499,078,125 0

300,747,000 300,000,000 300,425,974 0

1,408,819,000 1,400,000,000 1,404,698,318 0

316,371,000 300,000,000 310,914,000 0

494,040,000 500,000,000 495,335,652 0

199,522,000 200,000,000 199,541,917 0

298,704,000 300,000,000 298,726,345 0

100,182,000 100,000,000 100,180,404 0

825,168,000 800,000,000 821,257,564 0

299,709,000 300,000,000 299,801,150 0

224,880,000 200,000,000 220,940,667 0

300,579,000 300,000,000 300,515,747 0

5,739,496,000 5,700,000,000 5,728,192,684 0

貸借対照表
計上額合計

5,728,192,684

３．引当金の明細
（単位：円）

目 的 使 用 そ の 他

賞与引当金 1,713,543 1,636,487 1,713,543 0 1,636,487

1,713,543 1,636,487 1,713,543 0 1,636,487

４．退職給付引当金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
退職給付債務合計額 15,893,732 1,713,615 0 17,607,347

退職一時金に係る債務 15,893,732 1,713,615 0 17,607,347

未認識数理計算上の差異 782,248 △ 200,023 782,248 △ 200,023

16,675,980 1,513,592 782,248 17,407,324

期 首 残 高区 分
当 期 減 少 額

摘 要

当 期 増 加 額

退職給付引当金

区 分

計

利付国庫債券第６１回

国債

利付国庫債券第３２１回

種類及び銘柄

利付国庫債券第３１３回

第５０６回関西電力

財投機関債

第３１回地方公共団体金融機構

第４９７回関西電力

政府保証債

第２３４回日本高速道路保有・債務返済機構

第１２９回日本高速道路保有・債務返済機構
第１５回日本政策金融公庫

事業債

第１８６回日本高速道路保有・債務返済機構
第５７回地方公共団体金融機構
第２１３回日本高速道路保有・債務返済機構

第４７１回九州電力
第５２２回関西電力 
第５２２回関西電力 

一般担保第１１４回住宅金融支援機構債券
第２９回西日本高速道路

計

期 末 残 高 摘 要

摘 要

一般担保第２３０回住宅金融支援機構債券



５．積立金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
6,544,476,088 0 0 6,544,476,088

272,665,445 96,067,370 0 368,732,815

6,817,141,533 96,067,370 0 6,913,208,903

（注１）　独立行政法人医薬品医療機器総合機構法第３１条第５項（附則第１５条第５項又は第１７条第３項の規定により読み替えて適用するものを含む。）の規定により、

　　　　前中期目標期間から繰り越した金額であります。

（注２）　当期増加額は、前期の利益処分によるものであります。

６．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　・補助金等の明細

（単位：円）

建設仮勘定見返補助金等 資産見返補助金等 資本剰余金 長期預り補助金等 収益計上
14,481,021 0 0 0 0 14,481,021

92,936,703 0 0 0 0 92,936,703

107,417,724 0 0 0 0 107,417,724

７．役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員
(0) (0) (0) (0)

0 0 0 0

(11,699) (2) (0) (0)

20,980 3 0 0

(11,699) (2) (0) (0)

20,980 3 0 0

（注）　１　役員に対する報酬等の支給の基準並びに職員に対する給与及び退職手当の支給の基準は、当機構の

　　　　　役員給与規程、役員退職手当支給規程、職員給与規程及び職員退職手当支給規程によっております。

　　　　２　支給人員数は、年間平均支給人員数によっております。

　　　　３　（　）の数字は非常勤（外数）の人数であります。

摘　　要

通則法第４４条第１項積立金

合　 計

保健福祉事業費補助金

区 分

区　分
報 酬 又 は 給 与

計

役 　員

当期交付額

職 　員

退 職 手 当

左の会計処理内訳

生物由来製品感染等被害救済事業費補助金

前中期目標期間繰越積立金
区 分 摘　要

(注1）

(注2）

計


